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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期

会計期間

自平成17年
10月１日
至平成18年
３月31日

自平成18年
10月１日
至平成19年
３月31日

自平成19年
10月１日
至平成20年
３月31日

自平成17年
10月１日
至平成18年
９月30日

自平成18年
10月１日
至平成19年
９月30日

売上高（百万円） 38,078 38,618 40,475 77,044 78,145

経常利益（百万円） 1,029 875 947 1,857 2,031

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（百万円）
622 △235 425 857 250

純資産額（百万円） 15,485 15,255 15,861 15,603 15,585

総資産額（百万円） 33,919 33,767 31,237 34,979 34,226

１株当たり純資産額（円） 1,434.32 1,412.24 1,468.21 1,444.57 1,442.47

１株当たり中間（当期）純利益又は

１株当たり中間純損失（△）（円）
57.65 △21.80 39.44 79.46 23.16

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 45.7 45.2 50.7 44.6 45.5

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円）
1,780 121 △2,282 5,852 1,475

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円）
△881 740 △1,385 938 △299

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円）
△6 △644 187 △2,302 △805

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（百万円）
2,211 6,025 2,698 5,808 6,179

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］(人)

638

[2,211]

626

[2,278]

641

[2,458]

656

[2,277]

618

[2,320]

　（注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下も同じ。）は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期

会計期間

自平成17年
10月１日
至平成18年
３月31日

自平成18年
10月１日
至平成19年
３月31日

自平成19年
10月１日
至平成20年
３月31日

自平成17年
10月１日
至平成18年
９月30日

自平成18年
10月１日
至平成19年
９月30日

売上高（百万円） 34,579 34,264 36,049 69,147 69,181

経常利益（百万円） 983 777 844 1,731 1,864

中間（当期）純利益又は中間純損

失（△）（百万円）
604 △283 390 787 253

資本金（百万円） 2,660 2,660 2,660 2,660 2,660

発行済株式総数（株） 10,796,793 10,796,793 10,796,793 10,796,793 10,796,793

純資産額（百万円） 15,322 14,983 15,603 15,380 15,361

総資産額（百万円） 32,340 31,512 29,570 32,893 31,991

１株当たり配当額（円） 8.50 8.50 8.50 17.00 17.00

自己資本比率（％） 47.4 47.5 52.8 46.8 48.0

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］(人)

578

[1,823]

562

[1,831]

532

[2,029]

585

[1,853]

548

[1,871]

　（注）売上高には消費税等は含まれておりません。
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２【事業の内容】

 当社グループは、当社および子会社５社で構成され、スーパーマーケット事業を主な事業内容としております。

当社グループの事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントの関連は、次のとおりであります。

 (1) スーパーマーケット事業

  主要な商品は生鮮食料品、一般食料品、日用雑貨他であり、当社と子会社㈱ギガ物産が販売を行っております。また、生

鮮食料品の一部は、子会社彩裕フーズ㈱が製造販売しており、当社店舗の清掃・管理サービスを子会社マミーサービス㈱

が行っております。

 (2) その他の事業

  店舗用不動産の賃貸を当社が行っております。また、子会社マミーサービス㈱が温浴事業を行っております。

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

 

[事業系統図]

（注）１．マミーフーズ㈱は、平成16年３月10日付解散により重要性がなくなったため連結の範囲から除外しておりま

す。

　　　２．平成21年に開業を目指している春日部インセンスパークショッピングセンターにおいて、食料品等の販売店の運

営を行うことを目的として、㈱カネコインセンスとの合弁で、平成19年11月26日に㈱産直開発（資本金10百万

円）を設立いたしました。
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３【関係会社の状況】

[関係会社の状況]

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容
議決権の所有割
合または被所有
割合（％）

関係内容

㈱産直開発 埼玉県春日部市 10
スーパーマー

ケット事業
90.0 

 平成21年に食料品等の販売店を開

業・運営していく。

役員の兼任・・・１名

当社より資金援助を受けている。

なお、その他の関係会社については、最近の有価証券報告書（平成19年12月21日提出）における「関係会社の状況」か

ら重要な変更がないため、開示を省略します。

４【従業員の状況】

    事業の種類別セグメント情報を開示していないので、事業部門別等の区分で記載しております。

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人）

スーパーマーケット事業 640 (2,442)

その他の事業 1 (16)

合計 641 (2,458)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員（パートタイマー・アルバイト）の当中間連結会計期間平均人員数（８

時間換算）は（　）内に外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 532 (2,029)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員（パートタイマー・アルバイト）の当中間会計期間平均人員数（８時間

換算）は（　）内に外数で記載しております。

(3）労働組合の状況

　労働組合との間に特筆すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油高騰やサブプライムローン問題を端緒とする国際経済の不透明

感が増し、内需型企業をはじめとする企業業績の悪化が全体として不況感を示しつつ、原価高からの諸物価の高騰

もあり、不況下のインフレ即ちスタグフレーションの様相を見せつつあります。国内政治では、衆参両院における与

野党逆転現象、所謂「ねじれ国会」の影響で、政策決定の遅れなど混乱の中で経済の舵取りが不安定な状況となっ

ております。斯かる中、個人消費は、ガソリン税の廃止・復活や後期高齢者医療制度の導入による混乱、石油関連商

品をはじめとする諸物価の高騰など消費マインドは悪化傾向にあります。

　スーパーマーケット業界におきましては、出店競争は依然続いており、さらにメガ流通グループのプライベートブ

ランドによる価格訴求戦略が一層強調され、商品力、販売力の競争に拍車がかかっております。

　このような環境の中、当社グループ（当社および連結子会社）は、「お客様に満足と感動を与える商売を追求す

る」「チャレンジ＆チェンジ」のスローガンの下、地域のお客様により一層支持され、信頼される店舗づくりを推

進してまいりました。

　販売面におきましては、少子・高齢化社会の進展と共働き世帯への対応力を高め、商品開発力の強化と事業採算の

向上を図る為に昨年発足した惣菜事業部を彩裕フーズ㈱に事業譲渡しました。

　商品面におきましては、青果、菓子類などを中心に地産地消を進め、地元ならではの出来立て、採りたて、新鮮で美

味しい商品の開拓、品揃えを進めてまいりました。また、より高品質でお求め易さを追及した自社開発商品

「ｍａｍｉ＋」（マミープラス）とさらにワンランク上の位置付けとして「ｍａｍｉ＋プレミアム」（マミープ

ラスプレミアム）の開発は、グローサリー部門を中心に375品目に達し、さらなる拡充を図ってまいりました。加え

て弊社が加盟している協業組織㈱シジシージャパン（以下ＣＧＣグループ）のプライベートブランドや共同仕入

れシステムを活用して価格凍結商品の拡充を図り、物価上昇に対抗して「食卓応援価宣言」キャンペーンの継続実

施による営業推進を実施してまいりました。

　店舗運営におきましては、青果、鮮魚、精肉の生鮮３部門における売場の拡充と販売力の強化を図るとともに、より

効率的な作業システムの定着を図り、明るく、活気のある店舗運営を推進してまいりました。

　店舗につきましては、平成19年11月に飯能武蔵丘店（埼玉県飯能市）を開設いたしました。当該店舗は、初の完全

郊外型で、ガソリンスタンド、ドラッグストア・生活雑貨店舗に加え、飯能市の観光案内施設を併設しており、複合

商業施設（ミニＮＳＣ）の核店舗としての出店であります。

　店舗改装につきましては８店舗実施いたしました。改装の内容は、北上尾店、南柏店、仁戸名店、誉田店につきまし

ては鮮魚テナントの自営化もしくは業者の変更に伴う売場の強化策として対面型の鮮魚売場など生鮮部門の強化

や売場の照度アップなど明るく活気ある楽しい店舗づくりを実現しております。また、桶川坂田店、金子店は、競合

対策等を目的として、精肉部門の最新ＭＤ（マーチャンダイジング）を取り込みました。

　また、店舗営業損益の不振に伴う減損会計について、経営の健全性の確保を図るために実施いたしました。

　連結子会社「彩裕フーズ㈱」は、事業譲渡した惣菜事業におきましては、製販一体化のメリットを活かして、お客

様の声をより身近に受けた商品開発の充実を図り、製造作業効率を向上させ、利益面でも貢献を致しました。「マ

ミーサービス㈱」の温浴事業の来客数が順調に伸張し、利益の改善が図られました。また、「㈱ギガ物産」において

は、不採算店舗でありました「八王子別所店」を平成19年12月に閉鎖し、他方新たな仕入れルートの開拓などによ

る粗利益率の改善を図りました。

　この結果、当中間連結会計期間の営業成績は、売上高40,475百万円（前年同期比4.8％増）、営業利益681百万円（同

1.1％減）、経常利益947百万円（同8.2％増）、中間純利益425百万円(前年同期は中間純損失235百万円）となりまし

た。
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(2）キャッシュ・フロー

　当中間連結会計期間における現金および現金同等物（以下、「資金」という）は、税金等調整前中間純利益が

850百万円（前年同期は298百万円の純損失）となったものの、前連結会計年度末日が金融機関の休日のため、仕

入債務の支払いが当中間連結会計期間に持ち越されたことにより前連結会計年度末に比べ3,480百万円減少し、

2,698百万円（前連結会計年度比56.3％減）となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により支出した資金は、2,282百万円（前年同期は121百万円の収入）となりました。これは主に前連結

会計年度末日が金融機関の休日のため、当中間連結会計期間に持ち越された仕入債務の支払いが増加したことに

よるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により支出した資金は、1,385百万円（前年同期は740百万円の収入）となりました。これは主に設備投

資額の増加によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により得られた資金は、187百万円（前年同期は644百万円の支出）の収入となりました。これは主に短

期借入金の増加によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）販売実績

科目
当中間連結会計期間

（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

スーパーマーケット事業   

鮮魚（百万円） 5,815 102.6

精肉（百万円） 4,581 106.9

青果（百万円） 5,791 106.9

食品（百万円） 5,848 103.0

日配品（百万円） 8,351 104.7

菓子（百万円） 2,102 103.2

雑貨（百万円） 1,235 102.8

惣菜（百万円） 3,010 106.1

その他（百万円） 3,559 107.1

小計（百万円） 40,297 104.9

その他の事業   

温浴事業（百万円） 177 94.7

合計（百万円） 40,475 104.8

　（注）　上記金額には消費税等は含まれておりません。

(2）仕入実績

科目
当中間連結会計期間

（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

スーパーマーケット事業   

鮮魚（百万円） 4,813 102.1

精肉（百万円） 3,475 107.6

青果（百万円） 4,368 108.4

食品（百万円） 4,515 102.1

日配品（百万円） 6,063 103.3

菓子（百万円） 1,509 103.3

雑貨（百万円） 938 102.5

惣菜（百万円） 1,822 106.6

その他（百万円） 2,999 108.2

小計（百万円） 30,506 104.7

その他の事業   

温浴事業（百万円） 96 94.7

合計（百万円） 30,602 104.7

　（注）　上記金額には消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。

４【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

５【研究開発活動】

　　　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社マミーマート(E03173)

半期報告書

 9/57



第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

(1) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。

　なお、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の拡充について完了したものは、次のとおりであります。

（拡充）

　飯能武蔵丘店は、平成19年11月に完了し、同月営業を開始しております。

(2) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

 　　 （新設）

店舗名 所在地
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達方
法

着手及び完了予定年月

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

着手 完了

マミーマート

足利店
栃木県足利市

 スーパー

マーケット事

業

 店舗新設 1,208 307
 自己資金お

よび借入金
平成19年12月　 平成20年７月 

　（注）投資予定金額には差入保証金、敷金を含めております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,850,500

計 18,850,500

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数
（株）

(平成20年３月31日)

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月20日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,796,793 10,796,793 ジャスダック証券取引所 （注）

計 10,796,793 10,796,793 － －

　（注）発行済株式は全て完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定の定めのない当社における標準となる株式であり　

　　　　ます。 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

 　　　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成19年10月１日　　　

～平成20年３月31日

－ 10,796,793 － 2,660 － 2,856
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（５）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,164 20.04

岩崎　悦久 埼玉県東松山市 1,860 17.22

マミーマート共栄会 埼玉県さいたま市北区宮原町２丁目44番１号 648 6.00

株式会社つしま 埼玉県東松山市本町２丁目２番47号 617 5.72

株式会社ライブ・コア 埼玉県東松山市本町２丁目２番47号 571 5.29

岩崎　裕文 埼玉県東松山市 547 5.07

株式会社埼玉りそな銀行 埼玉県さいたま市浦和区常盤７丁目４番１号 302 2.79

株式会社シジシージャパン 東京都新宿区大久保２丁目１番１号 271 2.51

株式会社武蔵野銀行

（常任代理人　日本トラス

ティ・サービス信託銀行株式

会社）

埼玉県さいたま市大宮区桜木町１丁目10番８

号

（東京都中央区晴海１丁目８番11号）

259 2.40

吉見国分株式会社 埼玉県熊谷市問屋町１丁目１番８号 191 1.77

計 － 7,433 68.85

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　 　700　 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　10,791,300 107,913 －

単元未満株式 普通株式       4,793 － －

発行済株式総数 10,796,793 － －

総株主の議決権 － 107,913 －

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社マミーマート
埼玉県東松山市本町

２丁目２番47号
700 － 700 0.0

計 － 700 － 700 0.0
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２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 1,168 1,120 1,212 1,260 1,290 1,301

最低（円） 1,032 1,001 1,125 1,170 1,150 1,161

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

　　役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役㈱産直開発担当  取締役営業本部青果部長  石黒　一広  平成20年１月16日
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第５【経理の状況】

中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）の中間財務諸表

について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年10月１日か

ら平成20年３月31日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日ま

で）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

  
前中間連結会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間連結会計期間末
（平成20年３月31日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金   6,025   2,698   6,179  

２．売掛金   58   41   62  

３．たな卸資産   1,616   1,790   1,666  

４．繰延税金資産   491   456   485  

５．その他   1,458   1,097   1,373  

流動資産合計   9,650 28.6  6,083 19.5  9,767 28.5

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産           

(1)建物及び構築物
※１
　

11,382   12,989   12,216   

減価償却累計額  5,809 5,573  6,454 6,534  6,131 6,084  

(2)機械装置及び運搬具
※１
　

91   109   94   

減価償却累計額  67 24  75 33  71 23  

(3)土地
※１
　  4,380   4,847   4,527  

(4)建設仮勘定   195   －   140  

(5)その他  1,424   1,900   1,551   

減価償却累計額  1,005 418  1,230 670  1,098 453  

有形固定資産合計   10,592 31.4  12,085 38.7  11,228 32.8

２．無形固定資産   252 0.7  280 0.9  303 0.9

３．投資その他の資産           

(1)投資有価証券
※１
　
 600   376   487  

(2)長期貸付金   467   474   452  

(3)繰延税金資産   1,170   1,126   1,149  

(4)長期差入保証金 ※１ 8,277   8,165   8,123  

(5)賃貸資産(建物等)
※１
　

310   310   310   

減価償却累計額  235 75  242 68  239 71  

(6)賃貸資産(土地)
※１
　  1,655   1,600   1,600  

(7)その他   1,026   974   1,042  

投資その他の資産合計   13,271 39.3  12,787 40.9  12,927 37.8

固定資産合計   24,116 71.4  25,153 80.5  24,458 71.5

資産合計   33,767 100.0  31,237 100.0  34,226 100.0
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前中間連結会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間連結会計期間末
（平成20年３月31日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金
※１
　
 7,161   4,321   7,549  

２．短期借入金
※１
　
 738   1,813   1,208  

３．未払法人税等   341   342   186  

４．ポイント費用引当金   618   553   602  

５．賞与引当金   389   407   441  

６．未払費用   1,481   1,399   1,528  

７．その他   794   588   700  

流動負債合計   11,525 34.1  9,427 30.2  12,217 35.7

Ⅱ　固定負債           

１．長期借入金
※１
　
 2,759   1,893   2,219  

２．転貸損失引当金   367   261   317  

３．退職給付引当金   670   673   695  

４．役員退職慰労引当金   487   520   505  

５．長期預り保証金   2,346   2,317   2,339  

６．その他   355   282   346  

固定負債合計   6,986 20.7  5,948 19.0  6,423 18.8

負債合計   18,511 54.8  15,375 49.2  18,641 54.5

           

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１．資本金 　  2,660   2,660   2,660  

２．資本剰余金 　  2,856   2,856   2,856  

３．利益剰余金 　  9,565   10,293   9,959  

４．自己株式 　  △0   △0   △0  

株主資本合計 　  15,081 44.7  15,808 50.7  15,475 45.2

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

１．その他有価証券評価差額
金

　  165   41   98  

評価・換算差額等合計 　  165 0.5  41 0.1  98 0.3

Ⅲ　少数株主持分 　  8 0.0  10 0.0  11 0.0

純資産合計 　  15,255 45.2  15,861 50.8  15,585 45.5

負債純資産合計 　  33,767 100.0  31,237 100.0  34,226 100.0
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②【中間連結損益計算書】

  
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   38,618 100.0  40,475 100.0  78,145 100.0

Ⅱ　売上原価   29,158 75.5  30,474 75.3  58,832 75.3

売上総利益   9,460 24.5  10,000 24.7  19,312 24.7

Ⅲ　営業収入   618 1.6  659 1.6  1,274 1.6

営業総利益   10,078 26.1  10,659 26.3  20,587 26.3

Ⅳ　販売費及び一般管理費           

１．報酬給与賞与  3,628   3,887   7,351   

２．賞与引当金繰入額  370   388   419   

３．役員退職慰労引当金繰入額  45   22   63   

４．ポイント費用引当金繰入額  176   169   339   

５．賃借料  2,187   2,205   4,293   

６．その他  2,980 9,389 24.3 3,304 9,978 24.6 6,525 18,992 24.3

営業利益   689 1.8  681 1.7  1,594 2.0

Ⅴ　営業外収益           

１．受取利息  34   34   72   

２．受取配当金  2   2   4   

３．賃貸料収入  45   50   109   

４．受取手数料  62   67   132   

５．テナント契約解約違約金収入  46   64   82   

６．その他  40 231 0.6 83 303 0.7 115 518 0.7

Ⅵ　営業外費用           

１．支払利息  23   23   48   

２．出店準備費用消却損  －   5   1   

３．株式代行手数料  3   3   6   

４．その他  17 44 0.1 4 37 0.1 24 81 0.1

経常利益   875 2.3  947 2.3  2,031 2.6

Ⅶ　特別利益           

　１．固定資産売却益
※１
　

－   33   1   

　２．投資有価証券売却益 　 － － － 1 34 0.1 － 1 0.0

Ⅷ　特別損失 　          

１．固定資産除却損
※２
　

25   19   28   

２．投資有価証券評価損 　 －   14   －   

３．減損損失
※３
　

841   97   1,018   

４．転貸損失引当金繰入額  234   －   247   

５．前期損益修正損
※４

　
72 1,173 3.1 － 131 0.3 72 1,366 1.7

税金等調整前中間（当期）純利益
又は税金等調整前中間純損失
（△）

  △298 △0.8  850 2.1  665 0.9

法人税、住民税及び事業税  298   336   703   

法人税等調整額  △361 △63 △0.2 90 426 1.1 △289 414 0.6

少数株主利益又は少数株主損失
（△） 

  0 0.0  △2 △0.0  1 0.0

中間（当期）純利益又は中間純損
失(△)   △235 △0.6  425 1.0  250 0.3
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年９月30日　残高（百万円） 2,660 2,856 9,892 △0 15,408

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（百万円）   △91  △91

中間純損失（百万円）   △235  △235

自己株式の取得（百万円）    △0 △0

株主資本以外の項目の中間連結会計期間
中の変動額（純額）（百万円）

     

中間連結会計期間中の変動額合計（百万円） － － △327 △0 △327

平成19年３月31日　残高（百万円） 2,660 2,856 9,565 △0 15,081

 

評価・換算差額等

少数株主持分 　純資産合計
その他有価証券評
価差額金

平成18年９月30日　残高（百万円） 187 7 15,603

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当（百万円）   △91

中間純損失（百万円）   △235

自己株式の取得（百万円）   △0

株主資本以外の項目の中間連結会計期間
中の変動額（純額）（百万円）

△21 0 △21

中間連結会計期間中の変動額合計（百万円） △21 0 △348

平成19年３月31日　残高（百万円） 165 8 15,255

当中間連結会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年９月30日　残高（百万円） 2,660 2,856 9,959 △0 15,475

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（百万円）   △91  △91

中間純利益（百万円）   425  425

自己株式の取得（百万円）    △0 △0

株主資本以外の項目の中間連結会計期間
中の変動額（純額）（百万円）

     

中間連結会計期間中の変動額合計（百万円） － － 334 △0 333

平成20年３月31日　残高（百万円） 2,660 2,856 10,293 △0 15,808

 

評価・換算差額等

少数株主持分 　純資産合計
その他有価証券評
価差額金

平成19年９月30日　残高（百万円） 98 11 15,585

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当（百万円）   △91

中間純利益（百万円）   425

自己株式の取得（百万円）   △0

株主資本以外の項目の中間連結会計期間
中の変動額（純額）（百万円）

△56 △1 △57

中間連結会計期間中の変動額合計（百万円） △56 △1 276
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評価・換算差額等

少数株主持分 　純資産合計
その他有価証券評
価差額金

平成20年３月31日　残高（百万円） 41 10 15,861

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年９月30日　残高（百万円） 2,660 2,856 9,892 △0 15,408

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（百万円）   △183  △183

当期純利益（百万円）   250  250

自己株式の取得（百万円）    △0 △0

株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額（純額）（百万円）

     

連結会計年度中の変動額合計（百万円) － － 66 △0 66

平成19年９月30日　残高（百万円） 2,660 2,856 9,959 △0 15,475

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券評
価差額金

平成18年９月30日　残高（百万円） 187 7 15,603

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当（百万円）   △183

当期純利益（百万円）   250

自己株式の取得（百万円）   △0

株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額（純額）（百万円）

△89 4 △85

連結会計年度中の変動額合計（百万円) △89 4 △18

平成19年９月30日　残高（百万円） 98 11 15,585
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間（当期）純利益又
は税金等調整前中間純損失（△）

 △298 850 665

減価償却費  421 504 889

減損損失  841 97 1,018

転貸損失引当金の増加額（△減少
額）

 306 △56 262

退職給付引当金の増加額（△減少
額）

 9 △21 34

役員退職慰労引当金の増加額  45 15 62

賞与引当金の増加額（△減少額）  △7 △33 44

ポイント費用引当金の増加額（△減
少額）

 618 △48 △44

受取利息及び受取配当金  △36 △37 △77

支払利息  23 23 48

固定資産売却益  － △33 △1

固定資産除却損  25 19 28

売上債権の減少額（△増加額）  △3 20 △6

たな卸資産の増加額  △70 △123 △120

仕入債務の増加額（△減少額）  △371 △3,227 16

未払消費税等の増加額（△減少額）  43 △104 59

未払費用の減少額  △712 △128 △18

テナント預り金の増加額（△減少
額）

 1 13 △18

テナント保証金の減少額  △3 △22 △11

長期前払費用の減少額  56 22 62

その他  △68 144 △124

小計  821 △2,126 2,770

利息及び配当金の受取額  15 16 34

利息の支払額  △23 △21 △47

法人税等の支払額  △692 △150 △1,281

営業活動によるキャッシュ・フロー  121 △2,282 1,475
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前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △518 △1,363 △1,709

有価証券の償還による収入  1,000 － 1,000

有形固定資産の売却による収入  － 33 56

無形固定資産の取得による支出  △1 △6 △81

投資有価証券の取得による支出  △0 △0 △0

投資有価証券の売却による収入  － 3 －

差入保証金の差入れによる支出  △93 △411 △233

差入保証金の返還による収入  274 389 582

貸付による支出  △1 △47 △2

保険積立金の取崩による収入  65 4 66

保険積立金の積立による支出  △8 △8 △14

その他  22 20 37

投資活動によるキャッシュ・フロー  740 △1,385 △299

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の増加額  － 634 200

長期借入金の借入による収入  － 12 100

長期借入金の返済による支出  △552 △369 △921

配当金の支払額  △91 △91 △183

その他  △0 0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー  △644 187 △805

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額（△減少
額）

 217 △3,480 370

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  5,808 6,179 5,808

Ⅵ　現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高

※ 6,025 2,698 6,179
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数　　　３社

 連結子会社の名称

彩裕フーズ㈱

マミーサービス㈱

㈱ギガ物産

(2)非連結子会社の名称

マミーフーズ㈱

　（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、小規模であり、

総資産、売上高、中間純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれ

も中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためであり

ます。

(1)連結子会社の数　　　４社

 連結子会社の名称

彩裕フーズ㈱

マミーサービス㈱

㈱ギガ物産

㈱産直開発

上記のうち、㈱産直開発につい

ては、当中間連結会計期間におい

て新たに設立したため、連結の範

囲に含めております。

 (2)非連結子会社の名称

　　　同左 

 (1)連結子会社の数　　　３社

　　連結子会社の名称

　彩裕フーズ㈱

マミーサービス㈱

㈱ギガ物産

(2)非連結子会社の名称　

マミーフーズ㈱

 （連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、小規模であり、

総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないためであります。

 

２．持分法の適用に関する事

項

(1)持分法適用の非連結子会社及び

関連会社の数　　

　　該当事項はありません。　　　

(2)持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社の名称　

　　マミーフーズ㈱

（持分法を適用しない理由）

　持分法非適用会社は、中間純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適

用から除外しております。　　

 (1)持分法適用の非連結子会社及び

 関連会社の数　　

 　　　　　　同左

 (2)持分法を適用しない非連結子会

 社及び関連会社の名称　 

 　　　　　　同左

 (1)持分法適用の非連結子会社及び

 関連会社の数　　

　　　　　　　同左　

 (2)持分法を適用しない非連結子会

 社及び関連会社の名称　

    マミーフーズ㈱

（持分法を適用しない理由）

　持分法非適用会社は、当期純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適

用から除外しております。

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項

すべての連結子会社の中間期の末

日は、中間連結決算日と一致してお

ります。

同左 すべての連結子会社の事業年度の

末日は、連結決算日と一致しており

ます。

４．会計処理基準に関する事

項

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

イ　有価証券

その他有価証券

イ　有価証券

その他有価証券

 時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額金は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のあるもの

同左

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額金は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

　　　　　　同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

 ロ　たな卸資産

   商品　　売価還元法による　原価

法、但し生鮮食品は最

終仕入原価法

ロ　たな卸資産

　 商品 　 同左

ロ　たな卸資産

　 商品　　同左

 　 貯蔵品　最終仕入原価法 　 貯蔵品　同左  　貯蔵品  同左

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

イ　有形固定資産

定率法を採用しております。た

だし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法を

採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

イ　有形固定資産

定率法を採用しております。た

だし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法を

採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

イ　有形固定資産

定率法を採用しております。た

だし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法を

採用しております。　なお、主な

耐用年数は次のとおりであり

ます。　

 建物及び構築物 2～40年

機械装置及び運
搬具

5～15年

その他 2～20年 

建物及び構築物 10～34年

機械装置及び運
搬具

2～15年

その他 3～8年

建物及び構築物 10～34年

機械装置及び運
搬具

2～15年

その他 3～8年

  （追加情報）

(1)前連結会計年度の下期にお

いて、法人税法の改正に伴い、

平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更しておりま

す。

これによる損益に与える影響

は軽微であります。

(2)法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した

資産について、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法に

より取得価額の５％に到達し

た連結会計年度の翌連結会計

年度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年

間に渡り均等償却し、減価償却

費に含めて計上しております。

なお、この変更に伴う損益に与

える影響は、軽微であります。

（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当連結

会計年度より、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変

更しております。

これによる損益に与える影響

は軽微であります。

 ロ　無形固定資産

自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法

によっております。

ロ　無形固定資産

同左

ロ　無形固定資産

同左

 ハ　長期前払費用

定額法を採用しております。

ハ　長期前払費用

同左

ハ　長期前払費用

同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

(3）重要な引当金の計上基

準

イ　貸倒引当金

　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しており

ます。

　なお、貸倒実績はなく、また、

貸倒懸念債権等もないことか

ら、当中間連結会計期間は計上

しておりません。

イ　貸倒引当金

同左

イ　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上してお

ります。

　なお、貸倒実績はなく、また、

貸倒懸念債権等もないことか

ら、当連結会計年度は計上して

おりません。 

 ロ　ポイント費用引当金

販売促進を目的とするポイン

トカード制度により付与した

ポイントの使用に備えるため、

未使用のポイント残高に対し

て、過去の使用実績率に基づき

将来使用されると見込まれる

額を計上しております。

ロ　ポイント費用引当金

同左

ロ　ポイント費用引当金

販売促進を目的とするポイン

トカード制度により付与した

ポイントの使用に備えるため、

未使用のポイント残高に対し

て、過去の使用実績に基づき将

来使用されると見込まれる金

額を計上しております。

  （追加情報）  

従来、未払費用（前中間連結会

計期間末残高635百万円）とし

て計上しておりましたが、当中

間連結会計期間より、ポイント

費用引当金として計上するこ

ととしました。

　────── （追加情報）

従来、未払費用（前連結会計年

度末残高647百万円）として計

上しておりましたが、当連結会

計年度よりポイント費用引当

金として計上することといた

しました。

 ハ　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち

当中間連結会計期間の負担額

を計上しております。

ハ　賞与引当金

同左

ハ　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち

当連結会計年度の負担額を計

上しております。

 ニ　転貸損失引当金

店舗転貸契約の残存期間に発

生する損失に備えるため、支払

義務のある賃料等総額から転

貸による見込賃料収入総額を

控除した金額を計上しており

ます。　

ニ　転貸損失引当金

同左

ニ　転貸損失引当金

店舗転貸契約の残存期間に発

生する損失に備えるため、支払

い義務のある賃料等総額から

転貸による見込賃料収入総額

を控除した金額を計上してお

ります。

 （追加情報）

従来、未払金（前中間連結会計

期間末残高 10 百万円）及び長

期未払金（前中間連結会計期

間末残高 19 百万円）として計

上しておりましたが、計上額に

は見積もりの要素が高いため、

当中間連結会計期間より転貸

損失引当金として計上してお

ります。

　────── （追加情報）

従来、未払金（前連結会計年度

末残高10百万円）および長期

未払金（同55百万円）として

計上しておりましたが、計上額

には見積もりの要素が高いた

め、当連結会計年度より「転貸

損失引当金」として計上して

おります。
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

 ホ　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法によ

り、翌連結会計年度から費用処

理することとしております。

ホ　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められ

る額を計上しております。数理

計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）によ

る定額法により、翌連結会計年

度から費用処理することとし

ております。

ホ　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、計上しております。

数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）

による定額法により、翌連結会

計年度から費用処理すること

としております。

 ヘ　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備

えるため内規に基づく期末要

支給額のうち当中間連結会計

期間の負担額を計上しており

ます。

ヘ　役員退職慰労引当金

　　　　　　同左

ヘ　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備

えるため内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

(4）重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

　　　　　　同左 　　　　　　同左

(5）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は税抜方

式を採用しております。

消費税等の会計処理方法

　　　　　　同左

消費税等の会計処理方法

　　　　　　同左

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。

　　　　　　同左 　　　　　　同左
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間連結会計期間末
（平成20年３月31日）

前連結会計年度
（平成19年９月30日）

※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産

建物及び構築物 1,395百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 2,180百万円

投資有価証券 43百万円

賃貸資産（建物等） 13百万円

賃貸資産(土地) 164百万円

計 3,796百万円

建物及び構築物 1,299百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 2,180百万円

投資有価証券 29百万円

賃貸資産（建物等） 12百万円

賃貸資産(土地) 164百万円

計 3,686百万円

建物及び構築物 1,347百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 2,180百万円

投資有価証券 32百万円

賃貸資産(建物等) 12百万円

賃貸資産(土地) 164百万円

計 3,737百万円

 ―――――― 上記のうち工場財団設定分 上記のうち工場財団設定分

 建物及び構築物 29百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 122百万円

計 152百万円

建物及び構築物 30百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 122百万円

計 153百万円

担保資産に対応する債務の額 担保資産に対応する債務の額 担保資産に対応する債務の額

買掛金 181百万円

短期借入金 638百万円

長期借入金 2,539百万円

計 3,359百万円

買掛金 366百万円

短期借入金 924百万円

長期借入金 1,646百万円

計 2,936百万円

買掛金 187百万円

１年以内返済予定長

期借入金
608百万円

長期借入金 1,938百万円

計 2,734百万円

 ――――――  上記のうち工場財団設定分 上記のうち工場財団設定分

 長期借入金 500百万円

計 500百万円

長期借入金 500百万円

計 500百万円

　２．当座貸越契約 　２．当座貸越契約 　２．当座貸越契約

　運転資金の効率的な調達を行うため、

11取引金融機関と当座貸越契約を締結して

おります。これらの契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入金未実行残高は以下のと

おりであります。

　運転資金の効率的な調達を行うため、

12取引金融機関と当座貸越契約を締結して

おります。これらの契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入金未実行残高は以下のと

おりであります。

　運転資金の効率的な調達を行うため、

11取引金融機関と当座貸越契約を締結して

おります。これらの契約に基づく当期末の借

入金未実行残高は以下のとおりであります。

当座貸越契約極度額 6,600百万円

借入実行残高 －百万円

　差引額 6,600百万円

当座貸越契約極度額 6,800百万円

借入実行残高 834百万円

　差引額 5,965百万円

当座貸越契約極度額 6,700百万円

借入実行残高 200百万円

差引額 6,500百万円
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

※１．          ―――――― ※１．固定資産売却益の内訳 ※１．固定資産売却益の内訳

 構築物 33百万円 土地 1百万円

※２．固定資産除却損の内訳 ※２．固定資産除却損の内訳 ※２．固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 14百万円

その他 10百万円

　計 25百万円

建物及び構築物 0百万円

その他 19百万円

　計 19百万円

建物及び構築物 15百万円

その他 12百万円

　計 28百万円

※３．減損損失

当社グループは、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上いたしました。

用　途 種　類 場　所

営業店舗
建物及び構築
物、リース資産、
その他

千代田店(埼玉
県坂戸市)

営業店舗
建物及び構築
物、リース資産、
その他

川口安行店(埼
玉県川口市)

営業店舗
建物及び構築
物、リース資産、
その他

青梅新町店(東
京都青梅市）

営業店舗
建物及び構築
物、リース資産、
その他

柏若葉町店(千
葉県柏市）

営業店舗
建物及び構築
物、リース資産、
その他

誉田店(千葉県
千葉市）

営業店舗
建物、リース資
産、その他

南柏店(千葉県
柏市）

賃貸資産
賃貸資産（建物
等）、その地

埼玉県北本市、
群馬県太田市

遊休資産 電話加入権 　

当社グループは、営業店舗及び賃貸不動産

並びに遊休不動産については個別物件単位で

資産のグルーピングを行っております。

当中間連結会計期間において、継続的な地

価の下落及び資産グループ単位の収益等を踏

まえて検証した結果、一部の営業店舗及び賃

貸資産並びに遊休資産については、将来

キャッシュ・フローによって当該資産の帳簿

価額を全額回収できる可能性が低いと判断

し、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失(841百万円)として特別損

失に計上いたしました。その内訳は、建物及び

構築物452百万円、リース資産269百万円及び

その他120百万円であります。

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却

価額と使用価値のいずれか高い価額としてお

り、売却や他への転用が困難な資産は０円と

しております。

※３．減損損失

当社グループは、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上いたしました。

用　途 種　類 場　所

営業店舗
器具備品、リー
ス資産

マミーマート
熊谷店(埼玉県
熊谷市)

営業店舗
構築物、器具備
品、リース資産

マミーマート
川口安行店(埼
玉県川口市)

営業店舗
建物、構築物、建
附設備、リース
資産、その他

マミーマート
杉戸店(埼玉県
北葛飾郡杉戸
町）

営業店舗
建物、器具備品、
リース資産

マミーマート
行田谷郷店(埼
玉県行田市）

営業店舗
器具備品、リー
ス資産

マミーマート
稲毛長沼店(千
葉県千葉市）

営業店舗
建物、器具備品、
リース資産

マミーマート
柏若葉町店(千
葉県柏市）

営業店舗
器具備品、リー
ス資産

マミーマート
南柏店(千葉県
柏市）

営業店舗
建附設備、器具
備品

マミーマート
誉田店(千葉県
千葉市）

営業店舗
構築物、建附設
備、備品

ギガマート上
福岡店(埼玉県
ふじみ野市）

営業店舗
建附設備、リー
ス資産、その他

ギガマート東
松山店(埼玉県
東松山市）

当社グループは、営業店舗及び賃貸不動産

並びに遊休不動産については個別物件単位で

資産のグルーピングを行っております。

当中間連結会計期間において、継続的な地

価の下落及び資産グループ単位の収益等を踏

まえて検証した結果、一部の営業店舗につい

ては、将来キャッシュ・フローによって当該

資産の帳簿価額を全額回収できる可能性が低

いと判断し、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失(97百万円)とし

て特別損失に計上いたしました。その内訳は、

建物34百万円、器具備品6百万円、リース資産

49百万円及びその他6百万円であります。

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却

価額と使用価値のいずれか高い価額としてお

り、売却や他への転用が困難な資産は０円と

しております。

※３．減損損失

当社グループは、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上いたしました。

用　途 種　類 場　所

営業店舗
建物、構築物、
リース資産、
その他

マミーマート
千代田店（埼
玉県坂戸市）

営業店舗
建物、構築物、
リース資産、
その他

マミーマート
川口安行店
（埼玉県川口
市）　　　　　　　

営業店舗
建物、構築物、
リース資産、
その他

マミーマート
青梅新町店
（東京都青梅
市）

営業店舗
建物、構築物、
リース資産、
その他

マミーマート
柏若葉町店
（千葉県柏
市）

営業店舗
建物、構築物、
リース資産、
その他

マミーマート
誉田店（千葉
県千葉市）

営業店舗
建物、リース資
産、その他

マミーマート
南柏店（千葉
県柏市）

営業店舗
建物、構築物、そ
の他

マミーマート
狭山ヶ丘店
（埼玉県所沢
市）

賃貸資産
賃貸資産（建物
等）、その他

埼玉県北本市
群馬県太田市

遊休資産
土地

埼玉県比企郡
滑川町

電話加入権
本部（埼玉県
さいたま市）

営業店舗
建物、構築物、
リース資産、
その他

ギガマート新
宿店（埼玉県
川越市）

営業店舗
建物、構築物、
リース資産、
その他

ギガマート
鶴ヶ島店（埼
玉県鶴ヶ島
市）

営業店舗
建物、構築物、
リース資産、
その他

ギガマート古
河店（茨城県
古河市）

営業店舗
建物、構築物、
リース資産、
その他

ギガマート八
王子別所店
（東京都八王
子市）

当社グループは、営業店舗および賃貸資産

並びに遊休資産については個別物件単位で資

産のグルーピングを行っております。
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前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

  当連結会計年度において、継続的な地価の

下落および資産グループ単位の収益を踏まえ

て検証した結果、一部の営業店舗および賃貸

資産並びに遊休資産については、将来キャッ

シュ・フローによって当該資産の帳簿価額を

全額回収できる可能性が低いと判断し、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（1,018百万円）として特別損失に

計上いたしました。その内訳は、建物および構

築物532百万円、器具および備品105百万円、

リース資産343百万円およびその他37百万円

であります。

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却

価額と使用価値のいずれか高い価額としてお

り、売却や他への転用が困難な資産は０円評

価としております。

※４　前期損益修正損の内訳　　　

過年度転貸損失引当金
繰入額

 　72百万円

※４．          ―――――― ※４．前期損益修正損の内訳

過年度転貸損失引当金
繰入額

   72百万円
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自平成18年10月１日　至平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株
式数

増加 減少
当中間連結会計期間
末株式数

発行済株式     

普通株式 10,796,793株 － － 10,796,793株 

合計 10,796,793株 － － 10,796,793株 

自己株式     

普通株式（注） 551株 20株 － 571株 

合計 551株 20株 － 571株 

（注)自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年12月22日

定時株主総会
普通株式  91百万円  ８円50銭 平成18年９月30日 平成18年12月25日

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり配
当額

基準日 効力発生日

平成19年５月23日

取締役会
普通株式  91百万円 利益剰余金  ８円50銭 平成19年３月31日 平成19年６月11日

当中間連結会計期間（自平成19年10月１日　至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株
式数

増加 減少
当中間連結会計期間
末株式数

発行済株式     

普通株式 10,796,793株 －　 －　 10,796,793株 

合計 　10,796,793株 －　 －　 　10,796,793株 

自己株式     

普通株式（注） 　601株 188株 －　 789株 

合計 601株 188株 －　 789株 

（注)自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年11月21日

取締役会
普通株式  91百万円  　８円50銭 平成19年９月30日 平成19年12月25日

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり配
当額

基準日 効力発生日

平成20年５月21日

取締役会
普通株式  　91百万円 利益剰余金  ８円50銭 平成20年３月31日 平成20年６月16日
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前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

１．発行済株式の種類および総数並びに自己株式の種類および株式数に関する事項

 株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 10,796,793株 － － 10,796,793株 

２．自己株式に関する事項

 株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 551株 50株 － 601株 

  （注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年12月22日

定時株主総会
普通株式 　　91百万円 8円50銭 平成18年９月30日 平成18年12月25日

平成19年５月23日

取締役会
普通株式 　　91百万円 8円50銭 平成19年３月31日 平成19年６月11日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の原資 配当金の総額
１株当たり配
当額

基準日 効力発生日

平成19年11月21日

取締役会
普通株式 利益剰余金  　91百万円 8円50銭 平成19年９月30日 平成19年12月25日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との

関係

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在） （平成19年９月30日現在）

現金及び預金勘定 6,025百万円

現金及び現金同等物 6,025百万円

現金及び預金勘定 2,698百万円

現金及び現金同等物 2,698百万円

現金及び預金勘定 6,179百万円

現金及び現金同等物 6,179百万円
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（リース取引関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

減損損失
累計額相
当額
(百万円)

中間期末
残高相当
額
(百万円)

機械装
置及び
運搬具

490 244 － 246

有形固
定資産
その他

2,025 1,048 437 538

無形固
定資産

583 209 － 373

合計 3,099 1,503 437 1,158

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

減損損失
累計額相
当額
(百万円)

中間期末
残高相当
額
(百万円)

機械装
置及び
運搬具

485 307 － 178

有形固
定資産
その他

2,475 1,193 561 720

無形固
定資産

571 313 － 258

合計 3,532 1,813 561 1,157

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

減損損失
累計額相
当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装
置及び
運搬具

508 289 － 219

有形固
定資産
その他

2,058 1,071 512 474

無形固
定資産

571 255 － 315

合計 3,138 1,616 512 1,009

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等

 　　　未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 579百万円

１年超 1,035百万円

合計 1,615百万円

リース資産減損勘定
の残高

391百万円

 　　　未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 603百万円

１年超 953百万円

合計 1,556百万円

リース資産減損勘定
の残高

345百万円

 　　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 572百万円

１年超 862百万円

合計 1,435百万円

リース資産減損勘定
の残高

393百万円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び支払利息相

当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び支払利息相

当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び支払利息相

当額及び減損損失

支払リース料 305百万円

リース資産減損勘定
の取崩額

25百万円

減価償却費相当額 295百万円

支払利息相当額 10百万円

減損損失 269百万円

支払リース料 265百万円

リース資産減損勘定
の取崩額

96百万円

減価償却費相当額 273百万円

支払利息相当額 10百万円

減損損失 49百万円

支払リース料 598百万円

リース資産減損勘定
の取崩額

97百万円

減価償却費相当額 474百万円

支払利息相当額 19百万円

減損損失 343百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

　　　　　同左 　　　　　同左

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

おります。

　　　　　同左 　　　　　同左
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 

前中間連結会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間連結会計期間末
（平成20年３月31日）

前連結会計年度
（平成19年９月30日）

取得原価
（百万円）

中間連結貸
借対照表計
上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

中間連結貸
借対照表計
上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

株式 311 582 270 297 360 62 312 469 157

合計 311 582 270 297 360 62 312 469 157

（注）　なお、当該株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合に

は時価が著しく下落したものと判断してすべて減損処理を行っております。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 

前中間連結会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間連結会計期間末
（平成20年３月31日）

前連結会計年度
（平成19年９月30日）

中間連結貸借対照表計上額
（百万円）

中間連結貸借対照表計上額
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

その他有価証券    

非上場株式 17 15 17

（デリバティブ取引関係）

 　前中間連結会計期間（自平成18年10月１日　至平成19年３月31日）、当中間連結会計期間（自平成19年10月１日　

至平成20年３月31日）及び前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

前中間連結会計期間（自平成18年10月１日　至平成19年３月31日）

当社グループはストックオプション等を全く利用していないため、該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自平成19年10月１日　至平成20年３月31日）

当社グループはストックオプション等を全く利用していないため、該当事項はありません。

前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

当社グループはストックオプション等を全く利用していないため、該当事項はありません。

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前中間連結会計期間（自平成18年10月１日　至平成19年３月31日）、当中間連結会計期間（自平成19年10月１日

　至平成20年３月31日）及び前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

　全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占めるスーパーマーケット事業の割合がいずれも90％

を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

　前中間連結会計期間（自平成18年10月１日　至平成19年３月31日）、当中間連結会計期間（自平成19年10月１日

　至平成20年３月31日）及び前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

　本国以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はありませんので、該当事項はありません。
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【海外売上高】

　前中間連結会計期間（自平成18年10月１日　至平成19年３月31日）、当中間連結会計期間（自平成19年10月１日

　至平成20年３月31日）及び前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

　海外売上高はありませんので、該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１株当たり純資産額 1,412円24銭

１株当たり中間純損失 21円80銭

１株当たり純資産額 1,468円21銭

１株当たり中間純利益 39円44銭

１株当たり純資産額 1,442円47銭

１株当たり当期純利益 23円16銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、中間純損失で

あり、また、潜在株式がないため記載し

ておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。

　（注）１株当たり中間（当期）純利益金額又は1株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（百万円）
△235 425 250

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は中間純損失（△）（百万円）
△235 425 250

期中平均株式数（株） 10,796,232 10,796,119 10,796,219
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

 ──────  ────── 合弁による子会社の設立

　当社は、平成19年10月17日開催の取締

役会において、下記のとおり株式会社

カネコインセンスとの合弁により子会

社を設立することを決議し、平成19年

11月26日に設立いたしました。

１．設立の理由

　平成21年に開業を目指している春

日部インセンスパークショッピング

センターにおいて、食料品等の販売

店の運営を行うためであります。

２．子会社の概要

（１）商　号　　　　

株式会社産直開発

（２）所　在　地　　　

埼玉県春日部市

（３）設立年月日　　　

平成19年11月26日

（４）主な事業内容　　

小売業（食料品等の販売）

（５）代表者　　　　　

石塚達也

（６）決算日　　　　　

毎年９月

（７）資本金　　　　　

10百万円

（８）従業員数　　　　

未定

（９）大株主および持株比率

株式会社マミーマート　　90％

株式会社カネコインセンス10％

 (10）株式取得価額　　

９百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

３．日程

平成19年10月　　

合弁契約締結

平成21年３月

店舗建物完成（予定）

平成21年３月　　　 

営業開始（予定）

EDINET提出書類

株式会社マミーマート(E03173)

半期報告書

35/57



（２）【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社マミーマート(E03173)

半期報告書

36/57



２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  
前中間会計期間末

(平成19年３月31日)
当中間会計期間末

(平成20年３月31日)
前事業年度の要約貸借対照表

(平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  4,965   1,918   4,920   

２．売掛金  22   19   20   

３．たな卸資産  1,310   1,465   1,381   

４．繰延税金資産  474   422   463   

５．未収入金  974   664   831   

６．その他 　 415   411   465   

流動資産合計   8,162 25.9  4,901 16.6  8,083 25.3

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

　(1) 建物 ※２ 4,437   5,370   5,024   

　(2) 土地 ※２ 4,258   4,725   4,405   

　(3) その他  944   1,201   959   

有形固定資産合計   9,639 30.6  11,297 38.2  10,389 32.5

２．無形固定資産   149 0.5  184 0.6  203 0.6

３．投資その他の資産           

  (1) 長期貸付金  467   589   452   

  (2) 繰延税金資産  1,161   1,118   1,139   

  (3) 賃貸資産（建物等）
※１
※２

216   172   204   

  (4) 賃貸資産（土地） ※２　 1,778   1,723   1,723   

  (5) 長期差入保証金 ※２　 8,126   7,876   7,923   

  (6) その他 ※２　 1,810   1,706   1,873   

投資その他の資産合計   13,560 43.0  13,187 44.6  13,315 41.6

固定資産合計   23,349 74.1  24,669 83.4  23,907 74.7

資産合計   31,512 100.0  29,570 100.0  31,991 100.0
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前中間会計期間末

(平成19年３月31日)
当中間会計期間末

(平成20年３月31日)
前事業年度の要約貸借対照表

(平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金 ※２ 6,435   4,030   6,912   

２．短期借入金 ※２　 645   1,620   815   

３．未払法人税等  288   280   93   

４．ポイント費用引当金  618   553   602   

５．賞与引当金  344   332   394   

６．未払費用  1,328   1,246   1,378   

７．その他 ※５ 693   512   631   

流動負債合計   10,355 32.9  8,576 29.0  10,828 33.9

Ⅱ　固定負債           

１．長期借入金 ※２ 2,018   1,432   1,725   

２．転貸損失引当金  367   261   317   

３．退職給付引当金  661   660   675   

４．役員退職慰労引当金  441   461   453   

５．長期預り保証金  2,330   2,324   2,336   

６．その他  355   249   293   

固定負債合計   6,174 19.6  5,390 18.2  5,802 18.1

負債合計   16,529 52.5  13,967 47.2  16,630 52.0

           

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１．資本金 　  2,660 8.4  2,660 9.0  2,660 8.3

２．資本剰余金 　          

(1）資本準備金 　 2,856   2,856   2,856   

資本剰余金合計 　  2,856 9.1  2,856 9.7  2,856 8.9

３．利益剰余金 　          

(1）利益準備金 　 220   220   220   

(2）その他利益剰余金 　          

別途積立金 　 9,161   9,161   9,161   

繰越利益剰余金 　 △80   663   364   

利益剰余金合計 　  9,302 29.5  10,046 34.0  9,747 30.5

４．自己株式 　  △0 △0.0  △0 △0.0  △0 △0.0

株主資本合計 　  14,818 47.0  15,561 52.7  15,263 47.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

１．その他有価証券評価差額
金

　  165   41   98  

評価・換算差額等合計 　  165 0.5  41 0.1  98 0.3

純資産合計 　  14,983 47.5  15,603 52.8  15,361 48.0

負債純資産合計 　  31,512 100.0  29,570 100.0  31,991 100.0
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②【中間損益計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   34,264 100.0  36,049 100.0  69,181 100.0

Ⅱ　売上原価   25,797 75.3  27,538 76.4  51,914 75.0

売上総利益   8,466 24.7  8,510 23.6  17,266 25.0

Ⅲ　営業収入   518 1.5  569 1.6  1,072 1.5

営業総利益   8,985 26.2  9,079 25.2  18,339 26.5

Ⅳ　販売費及び一般管理費 　  8,340 24.3  8,458 23.5  16,818 24.3

営業利益   644 1.9  621 1.7  1,521 2.2

Ⅴ　営業外収益 ※２  173 0.5  253 0.7  411 0.6

Ⅵ　営業外費用 ※３  40 0.1  30 0.1  68 0.1

経常利益   777 2.3  844 2.3  1,864 2.7

Ⅶ　特別利益 ※５  － －  34 0.1  1 0.0

Ⅷ　特別損失
※４
※６
 1,173 3.4  110 0.3  1,297 1.9

税引前中間(当期)純利益又
は税引前中間純損失(△)   △396 △1.1  767 2.1  568 0.8

法人税、住民税及び事業税  245   277   593   

法人税等調整額  △358 △113 △0.3 99 376 1.0 △279 314 0.4

中間（当期）純利益又は
中間純損失（△）

  △283 △0.8  390 1.1  253 0.4
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成18年９月30日　残高
（百万円）

2,660 2,856 220 8,461 994 9,677 △0 15,193

中間会計期間中の変動額         

剰余金の配当（百万円）     △91 △91  △91

中間純損失（百万円）     △283 △283  △283

任意積立金の積立（百万円）    700 △700 －  －

自己株式の取得（百万円）       △0 △0

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）（百万
円）

        

中間会計期間中の変動額合計
（百万円）

－ － － 700 △1,074 △374 △0 △374

平成19年３月31日　残高
（百万円）

2,660 2,856 220 9,161 △80 9,302 △0 14,818

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

平成18年９月30日　残高
（百万円）

187 15,380

中間会計期間中の変動額   

剰余金の配当（百万円）  △91

中間純損失（百万円）  △283

任意積立金の積立（百万円）  －

自己株式の取得（百万円）  △0

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）（百万
円）

△21 △21

中間会計期間中の変動額合計
（百万円）

△21 △396

平成19年３月31日　残高
（百万円）

165 14,983

当中間会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成19年９月30日　残高
（百万円）

2,660 2,856 220 9,161 364 9,747 △0 15,263

中間会計期間中の変動額         

剰余金の配当（百万円）     △91 △91  △91

中間純利益（百万円）     390 390  390

自己株式の取得（百万円）       △0 △0

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額(純額)（百万円）

        

中間会計期間中の変動額合計
（百万円）

－ － － － 298 298 △0 298
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成20年３月31日　残高
（百万円）

2,660 2,856 220 9,161 663 10,046 △0 15,561

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

平成19年９月30日　残高
（百万円）

98 15,361

中間会計期間中の変動額   

剰余金の配当（百万円）  △91

中間純利益（百万円）  390

自己株式の取得（百万円）  △0

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額(純額)（百万円）

△56 △56

中間会計期間中の変動額合計
（百万円）

△56 242

平成20年３月31日　残高
（百万円）

41 15,603

前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

任意積立金
繰越利益剰
余金

平成18年９月30日　残高（百万円） 2,660 2,856 220 8,461 994 9,677 △0 15,193

事業年度中の変動額         

剰余金の配当（百万円）     △183 △183  △183

当期純利益（百万円）     253 253  253

　任意積立金の積立（百万円）    700 △700 －  －

自己株式の取得（百万円）       △0 △0

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）（百万円）

        

事業年度中の変動額合計（百万円） － － － 700 △629 70 △0 70

平成19年９月30日　残高（百万円） 2,660 2,856 220 9,161 364 9,747 △0 15,263

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

平成18年９月30日　残高（百万円） 187 15,380

事業年度中の変動額   

剰余金の配当（百万円）  △183

当期純利益（百万円）  253

　任意積立金の積立（百万円）  －

自己株式の取得（百万円）  △0

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）（百万円）

△89 △89
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

事業年度中の変動額合計（百万円） △89 △18

平成19年９月30日　残高（百万円） 98 15,361
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

子会社株式

(1）有価証券

子会社株式

(1）有価証券

子会社株式

 　移動平均法による原価法

その他有価証券

　　　　同左

その他有価証券

　　　　同左

その他有価証券

 時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額金は全

部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）

時価のあるもの

　　　　同左

時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額金は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）　

　

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

　　　　同左

時価のないもの

　　　　同左

 (2）たな卸資産

商品　　売価還元法による原価法、

但し生鮮食品は最終仕

入原価法

貯蔵品　最終仕入原価法

 (2）たな卸資産

商品　　　同左

　

貯蔵品　　同左

 (2）たな卸資産

商品　　　同左

　

貯蔵品　　同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定率法を採用しております。ただ

し、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用し

ております。

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

(1）有形固定資産

定率法を採用しております。ただ

し、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用し

ております。

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

(1）有形固定資産

定率法を採用しております。ただ

し、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用し

ております。

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。　　　　

  建物  2～40年

 その他 2～40年

 建物  10～34年

 その他 2～15年

 建物   10～34年

 その他    2～15年

  （追加情報）

(1)前事業年度の下期において、法

人税法の改正に伴い、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しております。

これによる損益に与える影響は

軽微であります。

(2)法人税法の改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資産

について、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法により取得

価額の５％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額

を５年間に渡り均等償却し、減価

償却費に含めて計上しておりま

す。なお、この変更に伴う損益に

与える影響は、軽微であります。

（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当事業年

度より、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更しております。

これによる損益に与える影響は

軽微であります。
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

 (2）無形固定資産

自社利用のソフトウェアについ

ては社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっ

ております。

(2）無形固定資産

　　　　　同左

(2）無形固定資産

　　　　　同左

 (3）長期前払費用

定額法を採用しております。

(3）長期前払費用

　　　　　同左

(3）長期前払費用

　　　　　同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

　なお、貸倒実績はなく、また、貸

倒懸念債権等もないことから、当

中間会計期間は計上しておりま

せん。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

　なお、貸倒実績はなく、また、貸

倒懸念債権等もないことから、当

事業年度は計上しておりません。

　 (2）ポイント費用引当金

販売促進を目的とするポイント

カード制度により付与したポイ

ントの使用に備えるため、未使用

のポイント残高に対して、過去の

使用実績率に基づき将来使用さ

れると見込まれる額を計上して

おります。　　　　　

(2）ポイント費用引当金

同左

(2）ポイント費用引当金

販売促進を目的とするポイント

カード制度により付与したポイ

ントの使用に備えるため、未使用

のポイント残高に対して、過去の

使用実績率に基づき将来使用さ

れると見込まれる金額を計上し

ております。

 （追加情報）  

従来、未払費用（前中間会計期間

末残高 635 百万円）として計上

しておりましたが、当中間会計期

間より、ポイント費用引当金とし

て計上することとしました。  

――――――

　

（追加情報）

従来、未払費用（前事業年度末残

高647百万円）として計上してお

りましたが、当事業年度より、ポ

イント費用引当金として計上す

ることといたしました。

 (3）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当中

間会計期間の負担額を計上して

おります。

(3）賞与引当金

同左

(3）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当期

の負担額を計上しております。
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

 (4）転貸損失引当金

店舗転貸契約の残存期間に発生

する損失に備えるため、支払義務

のある賃料等総額から転貸によ

る見込賃料収入総額を控除した

金額を計上しております。　　　　

 （追加情報）

従来、未払金（前中間会計期間末

残高 10 百万円）及び長期未払

金（前中間会計期間末残高19百

万円）として計上しておりまし

たが、計上額には見積もりの要素

が高いため、当中間会計期間より

転貸損失引当金として計上して

おります。

(4）転貸損失引当金

同左

 ――――――

(4）転貸損失引当金

店舗転貸契約の残存期間に発生

する損失に備えるため、支払義務

のある賃料等総額から転貸によ

る見込賃料収入総額を控除した

金額を計上しております。

（追加情報）

従来、未払金（前事業年度末残高

10百万円）および長期未払金

（同55百万円）として計上して

おりましたが、計上額には見積も

りの要素が高いため、当事業年度

より転貸損失引当金として計上

しております。

 (5）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付

債務および年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。　　　　　

数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により、翌事業年度から費

用処理することとしております。

(5）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付

債務の見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。　　　　　

数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により、翌事業年度から費

用処理することとしております。

(5）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付

債務の見込額に基づき、計上して

おります。

数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により、翌事業年度から費

用処理することとしております。

 (6）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備える

ため内規に基づく期末要支給額の

うち当中間会計期間の負担額を計

上しております。

(6）役員退職慰労引当金

同左

(6）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備える

ため内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

同左 　　　　　同左

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

　消費税等の会計処理は税抜方式

を採用しております。

消費税等の会計処理方法

同左

消費税等の会計処理方法

　　　　　同左
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間会計期間末
（平成20年３月31日）

前事業年度
（平成19年９月30日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

5,928百万円 6,694百万円 6,286百万円

賃貸資産(建物等)の減価償却累計額 賃貸資産(建物等)の減価償却累計額 賃貸資産(建物等)の減価償却累計額

957百万円 971百万円 960百万円

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産

建物 899百万円

土地 2,057百万円

賃貸資産（建物等） 121百万円

賃貸資産（土地） 286百万円

投資その他の資産

その他
43百万円

計 3,408百万円

建物 836百万円

土地 2,057百万円

賃貸資産（建物等） 111百万円

賃貸資産（土地） 286百万円

投資その他の資産

その他
29百万円

計 3,321百万円

建物 864百万円

土地 2,057百万円

投資有価証券 32百万円

賃貸資産（建物等） 116百万円

賃貸資産（土地） 286百万円

計 3,358百万円

　 上記のうち工場財団設定分 上記のうち工場財団設定分

 賃貸資産(建物等) 29百万円

賃貸資産(土地) 122百万円

計 152百万円

賃貸資産(建物等) 30百万円

賃貸資産(土地) 122百万円

計 153百万円

担保資産に対応する債務の額 担保資産に対応する債務の額 担保資産に対応する債務の額

買掛金 181百万円

短期借入金 545百万円

長期借入金 1,798百万円

計 2,525百万円

買掛金 366百万円

短期借入金 831百万円

長期借入金 1,298百万円

計 2,495百万円

買掛金 187百万円

１年以内返済予定長

期借入金
515百万円

長期借入金 1,544百万円

計 2,247百万円

　 上記のうち工場財団設定分 上記のうち工場財団設定分

 長期借入金 500百万円

計 500百万円

長期借入金 500百万円

計 500百万円

　３．債務保証 　３．債務保証 　３．債務保証

　関係会社の金融機関からの借入金に対する

保証

マミーサービス㈱ 533百万円

㈱ギガ物産 300百万円

計 833百万円

　関係会社の金融機関からの借入金に対する

保証

マミーサービス㈱ 441百万円

㈱ギガ物産 300百万円

計 741百万円

  関係会社の金融機関からの借入金に対す

る保証

マミーサービス㈱ 487百万円

㈱ギガ物産 300百万円

計 787百万円

　関係会社の仕入先からの買掛金に対する保

証　

彩裕フーズ㈱ 1百万円

  

　関係会社の仕入先からの買掛金に対する保

証　

彩裕フーズ㈱ 11百万円

  

　関係会社の仕入先からの買掛金に対する保

証

彩裕フーズ㈱ 1百万円

  
　４．当座貸越契約 　４．当座貸越契約 　４．当座貸越契約

　運転資金の効率的な調達を行うため、

11取引金融機関と当座貸越契約を締結して

おります。これらの契約に基づく当中間期末

の借入金未実行残高は以下のとおりであり

ます。

　運転資金の効率的な調達を行うため、

12取引金融機関と当座貸越契約を締結して

おります。これらの契約に基づく当中間期末

の借入金未実行残高は以下のとおりであり

ます。

　運転資金の効率的な調達を行うため、　11取

引金融機関と当座貸越契約を締結しており

ます。これらの契約に基づく当期末の借入金

未実行残高は以下のとおりであります。

当座貸越契約極度額 6,600百万円

借入実行残高 －百万円

　差引額 6,600百万円

当座貸越契約極度額 6,600百万円

借入実行残高 834百万円

　差引額 5,765百万円

当座貸越契約極度額 6,500百万円

借入実行残高 －百万円

　差引額 6,500百万円

※５．消費税等の表示 ※５．消費税等の表示 ※５．　　　　　――――――

　仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のう

え、流動負債のその他に含めて表示しており

ます。　

　　　　同左 　
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

　１．減価償却実施額 　１．減価償却実施額 　１．減価償却実施額

有形固定資産 334百万円

無形固定資産 20百万円

賃貸資産(建物等) 13百万円

有形固定資産 422百万円

無形固定資産 24百万円

賃貸資産(建物等) 11百万円

有形固定資産 701百万円

無形固定資産 45百万円

賃貸資産(建物等) 25百万円

※２．営業外収益の主要項目 ※２．営業外収益の主要項目 ※２．営業外収益の主要項目

受取利息 36百万円

受取手数料 59百万円

受取利息 36百万円

賃貸料収入 45百万円

受取手数料 62百万円

テナント契約解約

違約金 60百万円

受取利息 75百万円

賃貸料収入 71百万円

受取手数料 118百万円

※３．営業外費用の主要項目 ※３．営業外費用の主要項目 ※３．営業外費用の主要項目

支払利息 20百万円 支払利息 16百万円 支払利息 38百万円

※４．減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損

損失を計上いたしました。

用　途 種　類 場　所

 営業店舗
建物、構築物、
リース資産、そ
の他

千代田店(埼玉
県坂戸市)

 営業店舗
建物、構築物、
リース資産、そ
の他

川口安行店(埼
玉県川口市)

 営業店舗
建物、構築物、
リース資産、そ
の他

青梅新町店(東
京都青梅市)

 営業店舗
建物、構築物、
リース資産、そ
の他

柏若葉町店(千
葉県柏市)

 営業店舗
建物、構築物、
リース資産、そ
の他

誉田店(千葉県
千葉市)

 営業店舗
建物、リース資
産、その他

南柏店(千葉県
柏市)

 賃貸資産
賃貸資産(建物
等)、その他

埼玉県北本市、
群馬県太田市

 遊休資産 電話加入権 　

当社は、営業店舗及び賃貸資産並びに遊休

資産については個別物件単位で資産のグ

ルーピングを行っております。

当中間会計期間において、継続的な地価の

下落及び資産グループ単位の収益等を踏ま

えて検証した結果、一部の営業店舗及び賃貸

資産並びに遊休資産については、将来キャッ

シュ・フローによって当該資産の帳簿価額

を全額回収できる可能性が低いと判断し、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失(841百万円)として特別損失に

計上いたしました。その内訳は、建物379百万

円、構築物72百万円、リース資産269百万円及

びその他120百万円であります。

※４．減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損

損失を計上いたしました。

用　途 種　類 場　所

 営業店舗
器具備品、リー
ス資産

熊谷店(埼玉県
熊谷市)

 営業店舗
構築物、器具備
品、リース資産

川口安行店(埼
玉県川口市)

 営業店舗
建物、構築物、建
附設備、リース
資産

杉戸店(埼玉県
北葛飾郡杉戸
町)

 営業店舗
建物、器具備品、
リース資産

行田谷郷店(埼
玉県行田市)

 営業店舗
器具備品、リー
ス資産

稲毛長沼店(千
葉県千葉市)

 営業店舗
建物、器具備品、
リース資産

柏若葉町店(千
葉県柏市)

 営業店舗
器具備品、リー
ス資産

南柏店(千葉県
柏市)

 営業店舗
建附設備、器具
備品

誉田店(千葉県
千葉市)

 賃貸資産
賃貸資産（構築
物等）、その他

埼玉県ふじみ
野市

当社は、営業店舗及び賃貸資産並びに遊休

資産については個別物件単位で資産のグ

ルーピングを行っております。

当中間会計期間において、継続的な地価の

下落及び資産グループ単位の収益等を踏ま

えて検証した結果、一部の営業店舗及び賃貸

資産については、将来キャッシュ・フローに

よって当該資産の帳簿価額を全額回収でき

る可能性が低いと判断し、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

(81百万円)として特別損失に計上いたしま

した。その内訳は、建物11百万円、構築物4百

万円、リース資産40百万円及びその他25百万

円であります。

 ※４．減損損失

 当社は以下の資産グループについて減損

損失を計上いたしました。

用　途 種　類 場　所

 営業店舗
建物、構築物、
リース資産、そ
の他

千代田店（埼
玉県坂戸市）

 営業店舗
建物、構築物、
リース資産、そ
の他

川口安行店
（埼玉県川口
市）

 営業店舗
建物、構築物、
リース資産、そ
の他

青梅新町店
（東京都青梅
市）

 営業店舗
建物、構築物、
リース資産、そ
の他

柏若葉町店
（千葉県柏
市）

 営業店舗
建物、構築物、
リース資産、そ
の他

誉田店（千葉
県千葉市）

 営業店舗
建物、リース資
産、その他

南柏店（千葉
県柏市）

 営業店舗
建物、構築物、そ
の他

狭山ヶ丘店
（埼玉県所沢
市）

 賃貸資産
賃貸資産（建物
等）、その他

埼玉県北本市
群馬県太田市

 遊休資産
土地

埼玉県比企郡
滑川町

電話加入権
本部（埼玉県
さいたま市）

当社は、営業店舗および賃貸資産並びに遊

休資産については個別物件単位で資産のグ

ルーピングを行っております。

当事業年度において、継続的な地価の下落

および資産グループ単位の収益を踏まえて

検証した結果、一部の営業店舗および賃貸資

産並びに遊休資産については、将来キャッ

シュ・フローによって当該資産の帳簿価額

を全額回収できる可能性が低いと判断し、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（889百万円）として特別損失

に計上いたしました。その内訳は、建物409百

万円、構築物74百万円、リース資産269百万円

およびその他135百万円であります。
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前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却

価額と使用価値のいずれか高い価額として

おり、売却や他への転用が困難な資産は０円

としております。

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却

価額と使用価値のいずれか高い価額として

おり、売却や他への転用が困難な資産は０円

としております。

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却

価額と使用価値のいずれか高い価額として

おり、売却や他への転用が困難な資産は０円

評価としております。

※５.　　　　　――――――

　

※５.特別利益のうち主要なもの

固定資産売却益(構築物) 33百万円

※５.特別利益のうち主要なもの

固定資産売却益(土地) 1百万円

※６.特別損失のうち主要なもの

減損損失 841百万円

転貸損失引当金繰入額 234百万円

前期損益修正損
（過年度転貸損失引当金
　繰入額）

72百万円

※６.特別損失のうち主要なもの

減損損失 81百万円

※６.特別損失のうち主要なもの

減損損失 889百万円

固定資産除却損(建物) 15百万円

固定資産除却損(その他) 13百万円

（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自平成18年10月１日　至平成19年３月31日）

自己株式に関する事項

 前事業年度末株式数 増加 減少 当中間会計期間末株式数

普通株式（注） 551株 20株 － 571株

（注)自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

当中間会計期間（自平成19年10月１日　至平成20年３月31日）

自己株式に関する事項

 前事業年度末株式数 増加 減少 当中間会計期間末株式数

普通株式（注） 　601株 　188株 －　 789株

（注)自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

前事業年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

自己株式に関する事項

 前事業年度末株式数 増加 減少 当事業年度末株式数

普通株式（注） 551株 50株 － 601株

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

減損損失
累計額相
当額
(百万円)

中間期末
残高相当
額
(百万円)

有形固
定資産
その他

1,784 1,013 437 333

無形固
定資産

563 202 － 361

合計 2,348 1,216 437 694

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

減損損失
累計額相
当額
(百万円)

中間期末
残高相当
額
(百万円)

有形固
定資産
その他

2,269 1,170 478 620

無形固
定資産

552 301 － 250

合計 2,821 1,472 478 870

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

減損損失
累計額相
当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

有形固
定資産
その他

1,836 1,061 437 337

無形固
定資産

552 246 － 305

合計 2,388 1,307 437 642

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 450百万円

１年超 694百万円

合計 1,145百万円

リース資産減損勘定
の残高

391百万円

未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 477百万円

１年超 713百万円

合計 1,191百万円

リース資産減損勘定
の残高

293百万円

未経過リース料期末残高相当額

１年内 437百万円

１年超 554百万円

合計 991百万円

リース資産減損勘定
の残高

319百万円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

支払リース料 237百万円

リース資産減損勘定
の取崩額

25百万円

減価償却費相当額 230百万円

支払利息相当額 6百万円

減損損失 269百万円

支払リース料 227百万円

リース資産減損勘定
の取崩額

66百万円

減価償却費相当額 217百万円

支払利息相当額 7百万円

減損損失 40百万円

支払リース料 457百万円

リース資産減損勘定
の取崩額

97百万円

減価償却費相当額 340百万円

支払利息相当額 12百万円

減損損失 269百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

おります。

(5）利息相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

　前中間会計期間（自平成18年10月１日　至平成19年３月31日）、当中間会計期間（自平成19年10月１日　至平成20

年３月31日）及び前事業年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）のいずれにおいても子会社株式及び関

連会社株式で時価のあるものはありません。

（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

 ―――――  ――――― 合弁による子会社の設立

　当社は、平成19年10月17日開催の取締

役会において、下記のとおり株式会社

カネコインセンスとの合弁により子会

社を設立することを決議し、平成19年

11月26日に設立いたしました。

１．設立の理由

　平成21年に開業を目指している春

日部インセンスパークショッピング

センターにおいて、食料品等の販売

店の運営を行うためであります。

２．子会社の概要

（１）商　号　　　　　

株式会社産直開発

（２）所　在　地　　　

埼玉県春日部市

（３）設立年月日　　　

平成19年11月26日

（４）主な事業内容　　

小売業（食料品等の販売）

（５）代表者　　　　　

石塚達也

（６）決算日　　　　　

毎年９月

（７）資本金　　　　　

10百万円

（８）従業員数　　　　

未定

（９）大株主および持株比率

株式会社マミーマート　　90％

株式会社カネコインセンス10％

（10）株式取得価額　　

９百万円

３．日程

平成19年10月　　　 

合弁契約締結

平成21年３月 　　　

店舗建物完成（予定）

平成21年３月 　　　

営業開始（予定）
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（２）【その他】

平成20年５月21日開催の取締役会において、当中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ)中間配当による配当金の総額……………………… 　 91百万円

(ロ)１株当たりの金額……………………………………　　 8円50銭

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日…………… 平成20年６月16日　
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第６【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　(1)有価証券報告書及びその添付書類

 事業年度（第42期）（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月21日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成19年６月20日

株式会社　マミーマート  

 取締役会　御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 寺山　昌文

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 原　　真志

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小倉　邦路

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社マ

ミーマートの平成18年10月１日から平成19年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年10月１日から平

成19年３月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等

変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社マミーマート及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成20年６月20日

株式会社　マミーマート  

 取締役会　御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 寺山　昌文　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 原　　真志　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小倉　邦路　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社マミーマートの平成１９年１０月１日から平成２０年９月３０日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成１９年１０月１日から平成２０年３月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社マミーマート及び連結子会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成１９年１０月１日から平成２０年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成19年６月20日

株式会社　マミーマート  

 取締役会　御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 寺山　昌文

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 原　　真志

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小倉　邦路

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社マ

ミーマートの平成18年10月１日から平成19年９月30日までの第42期事業年度の中間会計期間（平成18年10月１日から平成

19年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社マミーマートの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年10月１日か

ら平成19年３月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成20年６月20日

株式会社　マミーマート  

 取締役会　御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 寺山　昌文　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 原　　真志　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小倉　邦路　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社マミーマートの平成１９年１０月１日から平成２０年９月３０日までの第４３期事業年度の中間会計期間（平

成１９年１０月１日から平成２０年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及

び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社マミーマートの平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年１０

月１日から平成２０年３月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。
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